
介護員養成研修の概要（指定手続等以外） 

 

１ 介護職員初任者研修 

区分 概要 

受講者の募集について ・事業者及び研修の指定を受けずに受講者の募集を開

始することはできない。又、研修実施計画書を届け出

ずに募集を開始することはできない。 

・募集広告には、研修指定番号等の明示が必要。 

修学期間 ・原則として８か月以内とし、受講者の病気等やむを 

得ない理由による場合は、１年６か月以内とすること

ができる。また、学校等については、修学期間を限度

として研修履修期間とすることができる。 

研修カリキュラム ・指定基準「別紙１」参照 

研修の目標、評価及び

内容 

・指定基準「別紙２」「別紙３」参照 

研修の実施方法 ・講義及び演習により行うこととし、必要に応じて実

習を活用することができる。 

講義・演習 ・講義・演習を一体的に実施する。 

実習 ・「１ 職務の理解」「10 振り返り」において、見学等

の実習を活用できる。また、効果的な研修を行うため

に必要があると考えられる場合には、「９こころとから

だのしくみと生活支援技術」７５時間のうち、１２時

間を上限として見学等の実習を活用できる。 

講師 ・指定基準「別紙５」参照 

科目免除 ・１年以上介護等の業務に従事した経験を有する者に

ついて、「９ こころとからだのしくみと生活支援技術」

において見学等の実習を活用する場合、実習を免除す

ることができる。 

修了評価 ・全科目を履修した者に対して筆記試験により１時間

程度実施する。また、修了評価とは別に、介護に必要

な基礎的知識の理解度及び生活支援技術の習得状況の

評価は、「９ こころとからだのしくみと生活支援技術」

内で行う。 

通信時間数 ・指定基準「別紙４」参照 



情報の開示 ・事業者は、受講者等が事業者の質の比較、選択等が

行える環境を整備し、研修の質の確保・向上を図るた

め、教育体制（講師、設備等）、教育内容（シラバス、

演習手法、教材等）等の情報項目について、自らのイ

ンターネットホームページ上などにおいて開示しなけ

ればならない。 

修了証明書の交付 ・演習科目における介護技術の習得が講師により評価

され、かつ、修了評価の結果が所定の水準を超えるも

のであることが確認された受講者に対し「修了証明書」

を交付する。 

受講者の本人確認 ・受講者が本人であることの確認を行うことを義務付

ける。 

 

２ 生活援助従事者研修 

区分 概要 

受講者の募集について ・事業者及び研修の指定を受けずに受講者の募集を開

始することはできない。又、研修実施計画書を届け出

ずに募集を開始することはできない。 

・募集広告には、研修指定番号等の明示が必要。 

修学期間 ・原則として４か月以内とし、受講者の病気等やむを 

得ない理由による場合は、８か月以内とすることがで

きる。また、学校等については、修学期間を限度とし

て研修履修期間とすることができる。 

研修カリキュラム ・指定基準「別紙８」参照 

研修の目標、評価及び

内容 

・指定基準「別紙９」「別紙１０」参照 

研修の実施方法 ・講義及び演習により行うこととし、必要に応じて実

習を活用することができる。 

講義・演習 ・講義・演習を一体的に実施する。 

実習 ・「１ 職務の理解」「９ 振り返り」において、見学等

の実習を活用できる。また、効果的な研修を行うため

に必要があると考えられる場合には、「８こころとから

だのしくみと生活支援技術」２４時間のうち、４時間

を上限として見学等の実習を活用できる。 



講師 ・指定基準「別紙１２」参照 

科目免除 ・１年以上介護等の業務に従事した経験を有する者に

ついて、「８ こころとからだのしくみと生活支援技術」

において見学等の実習を活用する場合、実習を免除す

ることができる。 

修了評価 ・全科目を履修した者に対して筆記試験により０．５

時間程度実施する。また、修了評価とは別に、介護に

必要な基礎的知識の理解度及び生活支援技術の習得状

況の評価は、「８ こころとからだのしくみと生活支援

技術」内で行う。 

通信時間数 ・指定基準「別紙１１」参照 

情報の開示 ・事業者は、受講者等が事業者の質の比較、選択等が

行える環境を整備し、研修の質の確保・向上を図るた

め、教育体制（講師、設備等）、教育内容（シラバス、

演習手法、教材等）等の情報項目について、自らのイ

ンターネットホームページ上などにおいて開示しなけ

ればならない。 

修了証明書の交付 ・演習科目における介護技術の習得が講師により評価

され、かつ、修了評価の結果が所定の水準を超えるも

のであることが確認された受講者に対し「修了証明書」

を交付する。 

受講者の本人確認 ・受講者が本人であることの確認を行うことを義務付

ける。 

 

 


